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【第211回国会】 

（1）委員名簿（40人） 

委員長 長島  昭久君 自民 
理 事 菅家  一郎君 自民 理 事 坂井   学君 自民 
理 事 髙階 恵美子君 自民 理 事 谷川  とむ君 自民 
理 事 小熊  慎司君 立憲 理 事 岡本 あき子君 立憲 
理 事 早坂   敦君 維新 理 事 庄子  賢一君 公明 
 伊藤 太郎君 自民  岩田  和親君 自民 
 上杉 謙太郎君 自民  小田原  潔君 自民 
 小泉 進次郎君 自民  小寺  裕雄君 自民 
 津島   淳君 自民  冨樫  博之君 自民 
 中曽根 康隆君 自民  中野  英幸君 自民 
 西野  太亮君 自民  平沢  勝栄君 自民 
 藤原   崇君 自民  細野  豪志君 自民 
 宗清  皇一君 自民  八木  哲也君 自民 
 吉田  真次君 自民  荒井   優君 立憲 
 金子  恵美君 立憲  鎌田 さゆり君 立憲 
 玄葉 光一郎君 立憲  近藤  和也君 立憲 
 馬場  雄基君 立憲  赤木  正幸君 維新 
 漆間  譲司君 維新  掘井  健智君 維新 
 赤羽  一嘉君 公明  河西  宏一君 公明 
 鈴木   敦君 国民  高橋 千鶴子君 共産 
 福島  伸享君 有志 

 

（2）設置の目的  

東日本大震災からの復興に当たり、その総合的対策を樹立するため 

 

（3）議案審査  

付託された議案は内閣提出法律案１件で、審査の概況は次のとおりである。 

 

福島復興再生特別措置法の一部を改正する法律案（内閣提出第７号） 

○ 要旨 

福島の復興及び再生を一層推進するため、市町村による特定帰還居住区域復興再生計

画の作成及びその内閣総理大臣による認定、当該認定を受けた同計画に基づく国による

土地改良事業等の代行及び国の負担による土壌等の除染等の措置等について定めるもの 

○ 審査結果 

可決（附帯決議が付された。） 
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○ 審査経過 

提出日 

衆・本会議 衆・委員会 衆・本会議 参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 
付託日 

質疑 
議決日 

結 果 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 趣旨説明 

令和 
5. 2. 7 

 

4.26 

5. 9 

5. 9 

可決(多) 
（賛-自民・立憲・維新・

公明・国民・有志） 

（反-共産） 
（附） 

5.12 
可決 

震災復興特 
5.31 
可決 

（附） 

6. 2 
可決 

6. 9 
法49号 

4.27 

 

 

（4）国政調査  

国政調査では、質疑が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

 

○ 主な質疑内容 

・ 被災者の心のケアの支援の現状 

・ ＡＬＰＳ処理水の海洋放出に伴う風評払拭対策 

・ 福島ロボットテストフィールドにおける空飛ぶクルマの実用化開発に向けた取組状

況 

・ 除去土壌の再生利用の実証事業における地域住民の理解 

・ 東京電力福島第一原発の廃炉の最終的な姿についての政府の見解及び原子力災害対

策特別措置法の緊急事態宣言の解除時期 

・ 帰還困難区域内の特定復興再生拠点区域外についての帰還意向のない土地や家屋も

含めた全体像を示す必要性 

・ ウクライナの将来の復興支援に向けて復興の教訓・ノウハウ集をウクライナ語に翻

訳する必要性 

・ 令和５年４月の福島国際研究教育機構の発足に当たり、機構の運営方法を再検討す

る必要性 

 

（5）参考人  

出頭日 職 業 氏 名 審査・調査案件 

令和 東京電力ホールディングス株式会社代表 東日本大震災復興の総合的対策に関
酒井 大輔君 

 5. 4.27 執行役副社長 する件 
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【第212回国会】 

（1）委員名簿（40人） 

委員長 髙階 恵美子君 自民 
理 事 小寺  裕雄君 自民 理 事 小林  鷹之君 自民 
理 事 坂井   学君 自民 理 事 長島  昭久君 自民 
理 事 小熊  慎司君 立憲 理 事 岡本 あき子君 立憲 
理 事 早坂   敦君 維新 理 事 庄子  賢一君 公明 
 五十嵐  清君 自民  上杉 謙太郎君 自民 
 小田原  潔君 自民  菅家  一郎君 自民 
 小島  敏文君 自民  小林  茂樹君 自民 
 冨樫  博之君 自民  中曽根 康隆君 自民 
 西野  太亮君 自民  平沢  勝栄君 自民 
 平沼 正二郎君 自民  藤原   崇君 自民 
 細野  豪志君 自民  三谷  英弘君 自民 
 山本  左近君 自民  吉田  真次君 自民 
 鷲尾 英一郎君 自民  荒井   優君 立憲 
 金子  恵美君 立憲  鎌田 さゆり君 立憲 
 玄葉 光一郎君 立憲  近藤  和也君 立憲 
 馬場  雄基君 立憲  市村 浩一郎君 維新 
 沢田   良君 維新  美延  映夫君 維新 
 赤羽  一嘉君 公明  福重  隆浩君 公明 
 鈴木  義弘君 国民  高橋 千鶴子君 共産 
 福島  伸享君 有志 

 

（2）設置の目的  

東日本大震災からの復興に当たり、その総合的対策を樹立するため 

 

（3）議案審査  

付託された議案はなかった。 

 

（4）国政調査  

国政調査では、質疑が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

 

○ 主な質疑内容 

・ 震災後に設立された漁業協同組合への震災関連支援策の適用 

・ ＡＬＰＳ処理水海洋放出のモニタリング結果 

・ 福島国際研究教育機構本部施設等整備の現状及び今後の計画 

・ 第二期復興・創生期間終了後の取組の検討状況 

・ 原発事故による避難者等に対する住民意向調査の在り方 

・ 東日本大震災の教訓を踏まえた災害廃棄物処理の改善 

・ 被災地で発生した災害や事故の情報の復興庁への連絡体制 

・ グループ補助金等被災中小企業支援策の柔軟な運用 

・ 中国の禁輸措置撤廃に向けた国際協定に基づく政府の取組 
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（5）参考人  

出頭日 職 業 氏 名 審査・調査案件 

令和 東京電力ホールディングス株式会社代表 東日本大震災復興の総合的対策に関
山口 裕之君 

 5.11.17 執行役副社長 する件 

 

 

 




